
ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測
定の考え方

進捗管理、評価・点検
の視点

計画開始時の数値（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把握

時期
速報性

主担当
府省庁

ＫＰＩの把
握手段

公共施設等総
合管理計画を
策定した地方
公共団体

－ 【公共施設等総合管理計画等の策定促進】
■公共施設のストック適正化の基本となる公共施設等総合管理計画、および個別施設計画については、それらを策定し
た地方公共団体数等により、その進捗を管理する。
＜講じられた措置、または講じる措置＞
1)公共施設等総合管理計画の策定を総務大臣通知により要請（2014年4月）
2)計画策定経費への特別交付税措置等（2014年度～2016年度）
3)公共施設等総合管理計画は、公共施設等の現況及び将来の見通し（老朽化の状況や利用状況をはじめとした公共施
設等の状況、総人口や年代別人口についての今後の見通し、公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な
経費の見込みやこれらの経費に充当可能な財源の見込み等）を踏まえて策定するよう引き続き促進。

113（6.3%）（2015年10月1日
時点）

2016年度
末までに
100％

半年に1回
程度

6月頃、12
月頃

4月、10月
時点の数
値を2～3
か月後に
把握

総務省 総務省
調査

個別施設（道
路、公園など
各施設）ごとの
長寿命化計画
（個別施設計
画）の策定率

－ 4)　地方公共団体が策定する個別施設計画において、計画期間内に要する対策費用の概算等を整理するよう促すとと
もに、個別施設計画の策定に必要な技術的支援等を実施（2013年度～2020年度）
5)　上水道については、先進事例等の情報共有を図るとともに、都道府県を推進役とする広域連携や持続可能な水道
事業とするための適切な資産管理等を推進。
6)　汚水処理施設については、施設の統廃合や処理区域の再編等を含む効率的な汚水処理施設の整備及び運営管理
を実現するため、全都道府県における都道府県構想の見直しを推進。また、改正下水道法に基づく、広域的な連携に向
けた協議会の活用を含め、広域化の取組を支援。
7)  廃棄物処理施設については、一般廃棄物処理事業実態調査の結果を踏まえた広域化に関する考え方や推進策・具
体的な事例を取りまとめ、地方公共団体に示すこと等により、地方公共団体における広域化・集約化のための技術的な
支援を実施。

・道路（橋梁）－
・道路（トンネル）－
・河川（国、水資源機構）88％
・河川（地方公共団体）83％
・ダム（国、水資源機構）21％
・ダム（地方公共団体）28％
・砂防（国）28％
・砂防（地方公共団体）30％
・海岸1％
・下水道－
・港湾97％
・空港（空港土木施設）100％
・鉄道99％
・自動車道0％
・航路標識100％
・公園（国）94％
・公園（地方公共団体）77％
・官庁施設42％

・公営住宅86％ ※

※公営住宅は、「国土交通省インフラ
長寿命化計画（行動計画）のフォロー
アップ（H27.12）による。それ以外は、
社会資本整備重点計画（H27.9）によ
る。

2020年度
末までに
100％

１年に１回
程度

7～9月頃

（廃棄物処
理施設）
3～4月頃

6ヶ月前後

（廃棄物処
理施設）
12ヶ月

関係省
庁

関係省
庁調査

個別施設（道
路、公園など
各施設）ごとの
長寿命化計画
（個別施設計
画）の策定率

（※前ページの
つづき）

- 8)　学校施設については、引き続き、委託研究により統合による魅力ある学校づくり等のモデル創出に取り組むととも
に、学校規模の適正化の好事例を周知し、地方公共団体の取組を促進。また、計画策定に係る解説書の周知や個別施
設計画策定支援事業、計画の策定状況の把握により、個別施設計画の策定を促進。
9） 文化施設・社会教育施設については、個別施設計画の策定状況の把握や相乗効果の高い集約化・複合化等の先進
事例の収集・横展開を実施
10）スポーツ施設については、個別施設計画の策定状況の把握やガイドラインによる技術的な支援や先進事例の収集・
横展開を実施
11)都市公園については、都市機能の向上等に資する都市公園のストック再編を推進に向けて、「都市公園のストック効
果向上に向けた手引き」（2016年5月策定）を周知
12)公営住宅については、建替えの機会を捉えた再生・再編や民間住宅ストックの活用等に関する地方公共団体の具体
的な取組事例を2016年度中に取りまとめ、ガイドラインとして2017年度に周知
13)農業水利施設、林道施設、治山施設及び漁港施設については、予防保全による長寿命化や効率的な施設の集約化
等を含む実効的な個別施設計画の策定のため、ガイドライン等による技術的な支援に加え、計画策定等にかかる費用
への財政的な支援を実施

上に同じ 2020年度
末までに
100％

１年に１回
程度

7～9月頃 7～9月頃 関係省
庁

関係省
庁調査

社会資本整備等

重要課題：公共施設のストックの適正化

施策群：地方公共団体による公共施設等総合管理計画の策定促進と、ストック適正化に向けた国の積極的な役割
　　　   　地方公共団体における固定資産台帳の整備、地方公会計の導入
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ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測
定の考え方

進捗管理、評価・点検
の視点

計画開始時の数値（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把握

時期
速報性

主担当
府省庁

ＫＰＩの把
握手段

社会資本整備等

重要課題：公共施設のストックの適正化

施策群：地方公共団体による公共施設等総合管理計画の策定促進と、ストック適正化に向けた国の積極的な役割
　　　   　地方公共団体における固定資産台帳の整備、地方公会計の導入

固定資産台帳
を含む統一的
な基準による
地方公会計を
整備した地方
公共団体数

－ 【公共施設に関する情報の見える化】
■地方公共団体が保有する公共施設の集約化・複合化等を図るため、一人あたりの投資的経費の内訳など、公共施設
に関する情報の見える化を促進する。そのため、固定資産台帳を含む統一的な基準による地方公会計を整備した地方
公共団体数により、その進捗を管理する。
＜講じられた措置、または講じる措置＞
1)　標準的なソフトウェアの開発提供、各種研修の実施等により地方公共団体を支援
2)　財政状況資料集において、2015年度決算より、固定資産台帳の整備に合わせて、以下の項目について、経年比較
や類似団体比較を実施した上で、わかりやすくグラフを用いて図示するとともに、各団体の分析コメントを付して公表
　・所有資産全体の有形固定資産減価償却率
　・施設類型ごとの有形固定資産減価償却率及び一人当たり床面積等
　・一人当たりの投資的経費の内訳（既存施設更新・新規施設整備）、維持補修費も含めた決算情報

45（2.5%）（2016年3月末時
点）

2017年度
末までに
100％

年に1回程
度

6月頃 前年度末
の数値を2
～3か月後
に把握

総務省 総務省
調査

施設の集約
化・複合化等を
実施（公共施
設最適化事業
債等を活用）し
た地方公共団
体数
※目標値の設
定は行わず、
施設の集約
化・複合化を実
施した自治体
数の変化をモ
ニターする。

－ 【公共施設等総合管理計画等の具体化促進】
■地方公共団体が行う公共施設の集約化・複合化等については、以下の事業債を活用した地方公共団体数により、その進捗
を管理する。
＜講じられた措置＞
　1）　除却事業に係る地方債（2014年度～） の創設
2）　公共施設最適化事業債（集約化・複合化事業）（2015～2017年度）の創設
3）　地域活性化事業債（転用事業）（2015～2017年度）の創設

■地方公共団体による公共施設の集約化・複合化を含む老朽化対策を促進するための支援を講じる。
＜講じられた措置、または講じる措置＞
1)　民間資格の登録制度の創設や国・地方公共団体の施設管理者が一堂に会する会議の開催、包括的民間委託や広域的な
維持管理の発注の導入に向けた検討の推進等を実施
2‐1) 維持管理に関する基準・マニュアルの整備や、研修の充実・強化などの技術支援
2‐2) 予防保全や維持管理の効率化に資する新技術、ＩＣＴの開発・導入等の国における長寿命化の取組について、地方公共
団体の老朽化対策にも導入されるよう技術的支援を実施
3‐1) 防災・安全交付金における長寿命化計画の策定要件化などにより、老朽化対策を財政的に支援
3-2) 計画の策定要件化や予防保全、広域化、集約化・複合化等への重点配分など、それぞれの公共施設等の状況や特性に
応じた方策により、その他の分野においても老朽化対策を財政的に支援
4） 道路橋等における直轄診断（2014年度～）や道路管理者からの要請に基づく修繕代行事業、大規模修繕・更新補助事業
（2015年度～）を実施・支援

延べ59団体(2015年度） － 年に1回程
度

4月 前年度分
の数値を
把握

総務省 総務省
調査
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ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測
定の考え方

進捗管理、評価・点検
の視点

計画開始時の数値（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把握

時期
速報性

主担当
府省庁

ＫＰＩの把
握手段

社会資本整備等

重要課題：公共施設のストックの適正化

施策群：地方公共団体による公共施設等総合管理計画の策定促進と、ストック適正化に向けた国の積極的な役割
　　　   　地方公共団体における固定資産台帳の整備、地方公会計の導入

有形固定資産
減価償却率

－ ■総合管理計画の進捗状況や推進に当たっての課題をモニターする仕組みを構築する。（2016年度から）
＜講じられた措置・講じる措置＞
1)将来の人口の見通しや維持管理・更新・修繕等の経費の今後の推計、延床面積に関する目標などの総合管理計画の
主たる記載項目を、有形固定資産減価償却率や毎年度の取組内容と併せて横比較できるように各地方公共団体分を
統合したものを総務省ホームページで公表
2)　各地方公共団体の総合管理計画の改訂の有無等を毎年度調査・公表
3-1)　財政状況資料集において、2015年度決算より、固定資産台帳の整備に合わせて、以下の項目について、経年比
較や類似団体比較を実施した上で、わかりやすくグラフを用いて図示するとともに、各団体の分析コメントを付して公表
　・所有資産全体の有形固定資産減価償却率
　・施設類型ごとの有形固定資産減価償却率及び一人当たり床面積等
　・一人当たりの投資的経費の内訳（既存施設更新・新規施設整備）、維持補修費も含めた決算情報
3-2)有形固定資産減価償却率については、将来負担比率とも組み合わせ、経年比較や類似団体比較を行うことで、将
来に向けた財政負担も踏まえた老朽化対策の進捗状況を「見える化」

■公共施設の集約・再編、廃止等の状況を点検する仕組みを構築する。
＜講じる措置＞
　1)　個別施設計画等に基づく集約・再編や廃止等の取組状況を点検する仕組みを構築（2016年度）
　2)　2017年度以降、仕組みに基づき取組状況を毎年度点検

各都道府県、市町村の2016
年3月末時点の数値を把握

－ 年に1回程
度

6月頃 前年度末
の数値を2
～3か月後
に把握

総務省 総務省
調査
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ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、測

定の考え方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の把握
頻度

数値の把握
時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの把
握手段

公共施設等総
合管理計画を
策定した地方
公共団体数
（再掲）

固定資産台帳
を含む統一的
な基準による
地方公会計を
整備した地方
公共団体数
（再掲）

－ 【公共施設等総合管理計画等の具体化促進および国公有資産情報の見える化】
■公共施設等総合管理計画の策定や固定資産台帳を含む統一的な基準による地方公会計の整備を行った
地方公共団体数により、国公有資産の適正化の進捗を管理する。
＜講じられた措置、または講じる措置＞
1)国有財産の見える化：国有財産は、原則としてすべての資産情報（売却予定、貸付募集を含む）を公開
2)　地方公共団体が保有する資産の「見える化」の促進
a)　総務大臣通知による要請（2015年1月）により、地方公共団体において、固定資産台帳を含む統一的な基
準による地方公会計を整備する。（2017年度まで）
b)　①標準的なソフトウェアの開発提供、②各種研修の実施、等により地方公共団体を支援する。
c)　　固定資産台帳において、公有地の用途や売却可能区分等を開示することで、未利用資産や売却可能資
産の情報を「見える化」し、公有資産の有効利用や売却の検討に活用。また、財政状況資料集において、2015
年度決算より、固定資産台帳の整備に合わせて、施設類型ごとの一人当たり面積等を公表し、各地方公共団
体における施設類型ごとの公共施設の保有量について「見える化」する。さらに、固定資産台帳が整備され保
有する財産の状況が網羅的に把握された時点で、保有する財産の活用や処分に関する基本方針について検
討。

113（6.3%）
（2015年10月
1日時点）

45（2.5%）
（2016年3月
末時点）

2016年度
末までに
100％

2017年度
末までに
100％

半年に1回
程度

年に1回程
度

6月頃、12
月頃

6月頃

4月、10月
時点の数
値を2～3
か月後に
把握

前年度末
の数値を2
～3か月後
に把握

財務省、
総務省

総務省
調査

総務省
調査

社会資本整備等

重要課題：国公有資産の適正化

施策群：国公有財産の最適利用を加速、国公有地の未利用地の売却・有効活用の推進

公共施設等総
合管理計画を
策定した地方
公共団体数
（再掲）

固定資産台帳
を含む統一的
な基準による
地方公会計を
整備した地方
公共団体数
（再掲）

国有地の定期
借地件数
※目標は設定
せず、件数をモ
ニターする。

－ 【未利用資産等の活用促進】
3)　未利用資産等の活用促進
a)国有地については、国有地の管理・処分の基本方針に基づき、公用、公共用優先の原則に基づく地方公共
団体からの優先的な利用要望を受け付け、利用要望のない場合は一般競争入札により処分する。
b)　公有地については、国は地方公共団体における固定資産台帳の整備状況を毎年フォローアップしつつ、先
進的な取り組み事例を把握して横展開する。
c) 民間事業者も参画した公有財産の有効活用を促進するため、民間提案を活用した取組等の先進的な事例
を把握して横展開
4)　地域における国公有財産の最適利用に向けたプランの策定と定期的な点検
ａ）　全市町村等と財務省財務局・財務事務所で互いに連携窓口を設置、一件別情報の提供、協議会の設置、
情報共有等による最適利用について実現可能性を検討し、最適利用プランの策定を行う。（2015年度～）
ｂ）　各地域の国公有財産最適利用の進捗状況をフォローアップし公表する。なお、有効活用に当たっては、立
地適正化計画が策定されている区域については同計画を踏まえて行う。（2015年度～）

113（6.3%）
（2015年10月
1日時点）

45（2.5%）
（2016年3月
末時点）

44件
（2014年度
末）

2016年度
末までに
100％

2017年度
末までに
100％

－

半年に1回
程度

年に1回程
度

年に1回程
度

6月頃、12
月頃

6月頃

年度末

4月、10月
時点の数
値を2～3
か月後に
把握

前年度末
の数値を2
～3か月後
に把握

1年以内

財務省、
総務省

財務省、
総務省
等

財務省

総務省
調査

総務省
調査

財務省
調査
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ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測
定の考え方

進捗管理、評価・点検
の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の把握
頻度

数値の把握
時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの把
握手段

「ＰＰＰ／ＰＦＩ推
進アクションプ
ラン」を踏まえ
たＰＰＰ／ＰＦI
事業規模

－ ■ PPP/PFIアクションプランの推進について、アクションプランを踏まえたPPP/PFI事業の
事業規模により、進捗を管理する。
＜講じる措置＞
・「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」で定められた事業類型ごとに目標を達成すること等に
より、事業規模目標期間（2013年度から2022年度までの10年間）で21兆円の事業規模の
達成を目指す。

・489件
・45,015億円
(H26年度末）

2013～2022年度までの
10年間で21兆円

１年に１回
程度

12月頃 １年以内 内閣府Ｐ
ＦＩ推進
室、総務
省、国交
省、厚労
省、文科
省等

関係府
省庁、地
方公共
団体等
調査

社会資本整備等

重要課題：民間能力の活用等

施策群：多様なPPP/PFI手法の積極的導入の推進、PPP/PFI導入を優先的に検討するよう促す仕組みの構築

ＰＰＰ／ＰＦＩ手
法導入を優先
的に検討する
仕組みを構築
した各省庁及
び人口20万人
以上の地方公
共団体等の数

「多様な
PPP/PFI手
法導入を優
先的に検討
するための
指針」の考
え方に基づ
いた優先的
検討の仕
組みを有す
る各省庁及
び人口20万
人以上の
地方公共
団体等の
数

■ PPP/PFI手法について、地域の実情を踏まえ、導入を優先的に検討するよう促す仕組
みを構築するため、PPP/PFI手法導入を優先的に検討する仕組みを構築した各省庁及び
人口20万人以上の地方公共団体等の数（割合）により、進捗を管理する。
＜講じる措置＞
1) 多様なPPP/PFI手法導入を優先的に検討するよう促す仕組みの運用の手引きの周知
を行うとともに、優先的検討規程の運用状況を踏まえつつ適用を拡大する。
2) 公営住宅の交付金事業の実施又は補助金の採択の際、ＰＰＰ／ＰＦＩの一部要件化を実
施・適用する。
3) 下水道、都市公園の交付金事業の実施又は補助金の採択の際、ＰＰＰ／ＰＦＩの一部要
件化を実施・適用する。

－ 2016年度末までに100％ １年に１回
程度

３月頃 半年以内 内閣府Ｐ
ＦＩ推進
室、総務
省、国交
省、厚労
省、文科
省等

国交省

関係府
省庁、地
方公共
団体等
調査
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ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測
定の考え方

進捗管理、評価・点検
の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の把握
頻度

数値の把握
時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの把
握手段

社会資本整備等

重要課題：民間能力の活用等

施策群：多様なPPP/PFI手法の積極的導入の推進、PPP/PFI導入を優先的に検討するよう促す仕組みの構築

ブロックレベル
の地域プラット
フォームに参
画する地方公
共団体の数

－ － 181（2018年度） １年に１回
程度

未定 半年以内 内閣府Ｐ
ＦＩ推進
室、国交
省

地方公
共団体
調査

地域プラット
フォームの形
成数

－ － 47（2018年度） １年に１回
程度

12月頃 １年以内 内閣府Ｐ
ＦＩ推進
室、国交
省

関係府
省庁、地
方公共
団体等
調査

ＰＰＰ／ＰＦＩ事
業が形成され
た地域プラット
フォームの数
※モニタリング
指標
2018年度中を
目途に数値目
標をＫＰＩとして
設定する。

－ － － 未定 未定 未定 内閣府Ｐ
ＦＩ推進
室、国交
省

関係府
省庁調
査

■ PPP/PFI手法の開発・普及等を図る地域プラットフォームの全国的な体制整備を図るた
め、地域プラットフォームの形成数等により、進捗を管理する。
＜講じる措置＞
1) ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の開発・普及等を図る地域プラットフォームの全国的な体制整備
　a) 地域プラットフォームが形成されていない地方公共団体等に対して、説明会の実施等
により運用マニュアルの周知を図るとともに、地域プラットフォームの形成を希望する地域
への専門家派遣を実施するなどして、全国への普及を促進する。
　b) 地域の産官学金による連携強化や、プラットフォームの形成数、参画した地方公共団
体数、プラットフォームで形成された案件数等の都道府県ごとの「見える化」等による進
捗・効果の把握と優良事例の全国への普及、地方公共団体や民間の能力向上による案
件形成を促進する。
2) ＰＰＰ／ＰＦＩ事業を担う人材の育成
　a) ＰＰＰ／ＰＦＩポータルサイトの整備等の情報提供や専門家の派遣等によりＰＰＰ／ＰＦＩ
事業を担う人材の育成を推進する。
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ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測
定の考え方

進捗管理、評価・点検
の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の把握
頻度

数値の把握
時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの把
握手段

社会資本整備等

重要課題：民間能力の活用等

施策群：多様なPPP/PFI手法の積極的導入の推進、PPP/PFI導入を優先的に検討するよう促す仕組みの構築

「ＰＰＰ／ＰＦＩ推
進アクションプ
ラン」に定める
コンセッション
事業、収益型
事業及び公的
不動産利活用
事業の導入件
数

- － ・コンセッション事業等：
空港6件、水道6件、下水道6件、道路
1件（2014～2016年度）
文教施設3件、公営住宅6件※（2016
～2018年度）
※収益型事業や公的不動産利活用
事業を含む。
・収益型事業：
人口20万人以上の地方公共団体
（181団体）での実施（2013～2022年
度までの10年間）
・公的不動産利活用事業：
人口20万人以上の地方公共団体
（181団体）で平均２件程度の実施
（2013～2022年度までの10年間）

１年に１回
程度

コンセッ
ション事業
等につい
ては４月
頃、その他
について
は12月頃

１年以内 内閣府Ｐ
ＦＩ推進
室

関係府
省庁、地
方公共
団体等
調査

「ＰＰＰ／ＰＦＩ推
進アクションプ
ラン」に定める
歳出削減等効
果（歳出削減
効果及び事業
実施に伴う歳
入増加効果）

- － 約2.7兆円（2013～2022
年度までの10年間）

１年に１回
程度

12月頃 １年以内 内閣府Ｐ
ＦＩ推進
室

関係府
省庁、地
方公共
団体等
調査

■ PPP/PFI事業の進捗をモニターするために、PPP/PFI事業の導入件数、事業総額及び
コスト抑制見込み額により、進捗を管理する。
＜講じる措置＞
・国は、「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」に定めるコンセッション事業、収益型事業及び
公的不動産利活用事業の導入件数、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業規模、導入により見込まれる歳出削
減等効果を集約・公表する。（2016年度～）
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ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、測

定の考え方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の把握
頻度

数値の把握
時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの把
握手段

※社会資本整
備重点計画と
して、重点目標
達成のための
事業施策の進
捗状況を把握

【社会資本整備重点計画に基づく持続的な整備】
■ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進のため、機能の最大化、高度化、多機能化（賢く使う）や、
経済成長、生活の質の向上、国土強靱化等による安全・安心の確保等の分野への選択と集中といった、社会
資本整備重点計画に基づく持続的な整備を図る。
＜講じる措置＞
1) 第４次社会資本整備重点計画に基づきストック効果を最大化する事業に重点化に向けて、効果を多面的に
計測するための指標の整備や投資面・施設運用面における工夫のインデックス化等の評価手法 をの整備を実
施する。
2) ＫＰＩに関する検討を実施する。
3) ストック効果の事例・データの蓄積を推進する。

－ － － － － 国交省、
関係省
庁

関係省
庁調査

森林整備計画
策定市町村の
うち、林地台帳
を整備した市
町村の比率
【2019年4月ま
でに100％】

※必要に応じ、
その他の指標
も追加

森林整備計
画策定市町
村のうち、
林地台帳を
整備した市
町村の比率

施業集約化の推進に必要な林地台帳整備の進捗状況を検証 0 100
（2019年４
月）

毎年 ４月 各年度の
年度末時
点の数値
を把握

林野庁 林野庁
調査

社会資本整備等

重要課題：ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進

施策群：社会資本の整備についてストック効果が最大限発揮されるよう重点化した取組や、インフラネットワークの最適利用
　　　　　　新設するものについては、計画・設計段階から整備、維持管理等に係る経年的なコストを明らかにし、人口減少下でも適切かどうか評価

評価対象とな
る個別公共事
業の事前評
価・事後評価
の実施率（直
轄事業・補助
事業）
（すでに100％
実施されてお
り、今後も継続
的に実施）

－ 【人口減少下での適切な事業評価】
■ 人口減少下でも社会資本整備が適切かどうかの評価や、新規事業の維持管理費の見える化を図るため、
個別公共事業の事前評価・事後評価の実施率により、その進捗を管理する。
＜講じる措置＞
1) 個別公共事業に関する効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、評価自体の効率性に
も配慮しつつ、事前評価や事後評価を実施する。（1998年度より実施）
2) 直轄の個別公共事業に関する事業評価時の費用対効果分析の中で、維持管理費を評価書の中で分かりや
すく明示し、更なる「見える化」を図る。（2015年度～）
3) 地方公共団体におけるより効果的な取組を促進するよう、社会資本整備総合交付金や農山漁村地域整備
交付金について、一定の線引きを行った上でＢ／Ｃの算出を要件化するなど、政策目的の実現性を評価する。
4) 他の補助金・交付金についても、政策目的の実現性を評価する取組を展開する。

100% 100% １年に１回
程度

年度末頃 １年以内 関係省
庁

関係省
庁調査
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ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測
定の考え方

進捗管理、評価・点検
の視点

計画開始時の数値（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把握

時期
速報性

主担当
府省庁

ＫＰＩの把
握手段

公共施設等総合管
理計画を策定した
地方公共団体（再
掲）

－ 【インフラ長寿命化計画の策定】
■インフラ長寿命化計画（行動計画（地方公共団体においては公共施設
等総合管理計画）及び個別施設計画）の策定

113（6.3%）（2015年10月1日時点） 2016年度
末までに
100％

半年に1回
程度

６月頃、12
月頃

4月、10月
時点の数
値を2～3
か月後に
把握

総務省 総務省
調査

個別施設（道路、
公園など各施設）
ごとの長寿命化計
画（個別施設計画）
の策定率（再掲）

－ 【インフラ長寿命化計画の策定】
■インフラ長寿命化計画（行動計画（地方公共団体においては公共施設
等総合管理計画）及び個別施設計画）の策定

・道路（橋梁）－
・道路（トンネル）－
・河川（国、水資源機構）88％
・河川（地方公共団体）83％
・ダム（国、水資源機構）21％
・ダム（地方公共団体）28％
・砂防（国）28％
・砂防（地方公共団体）30％
・海岸1％
・下水道－
・港湾97％
・空港（空港土木施設）100％
・鉄道99％
・自動車道0％
・航路標識100％
・公園（国）94％
・公園（地方公共団体）77％
・官庁施設42％

・公営住宅86％ ※

※公営住宅は、「国土交通省インフラ長寿命化計画
（行動計画）のフォローアップ（H27.12）による。それ以
外は、社会資本整備重点計画（H27.9）による。

2020年度
末までに
100％

１年に１回
程度

７～９月頃

（廃棄物処
理施設）
３～４月頃

６ヶ月前後

（廃棄物処
理施設）
12ヶ月

関係省
庁

関係省
庁調査

施設の集約化・複
合化等を実施（公
共施設最適化事業
債等を活用）した
地方公共団体数
（再掲）
※目標値の設定は
行わず、施設の集
約化・複合化を実
施した自治体数の
変化をモニターす
る。

－ 【インフラ長寿命化計画の策定】
■インフラ長寿命化計画（行動計画（地方公共団体においては公共施設等総
合管理計画）及び個別施設計画）の策定

延べ59団体(2015年度） － 年に１回程
度

４月 前年度分
の数値を
把握

総務省 総務省
調査

社会資本整備等

重要課題：ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進

施策群：メンテナンス産業の育成・拡大
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ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測
定の考え方

進捗管理、評価・点検
の視点

計画開始時の数値（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把握

時期
速報性

主担当
府省庁

ＫＰＩの把
握手段

社会資本整備等

重要課題：ストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進

施策群：メンテナンス産業の育成・拡大

登録された民間資
格を保有している
技術者数

－ 約34,600人
（2015年度)

2020年度
末まで増
加傾向

１年に１回
程度

未定 １年以内 国交省 登録され
た民間資
格の運
営団体
等に対し
調査

インフラメンテナン
ス国民会議に参加
する企業・団体等
の会員数

－ 199（2016年11月28日時点） 600（2020
年度末）

１年に１回
程度

未定 １年以内 国交省 インフラ
メンテナ
ンス国民
会議の
入会者
数を確認

国内の重要インフ
ラ・老朽化インフラ
の点検・補修をセ
ンサー、ロボット、
非破壊検査技術等
の活用により効率
化する割合

－ ― 20%（2020
年度末）

未定 未定 未定 国交省 検討中

【メンテナンス産業の育成・拡大】
■メンテナンス産業の育成・拡大の基礎となる公共施設等総合管
理計画、および個別施設計画については、それらを策定した地方
公共団体数で進捗を管理するとともに、メンテナンスを担う技術者
を育成・確保するための民間資格の登録制度を活用する。
＜講じる措置＞
1) 既存の民間資格を評価し、メンテナンスに必要な技術水準を満
たす資格を登録する制度を活用することにより、民間技術者の育
成・活用を促進するとともに、点検・診断等の業務の質を確保する。
2) 産学官が連携し、オープンイノベーションの導入・推進によるイン
フラメンテナンスの生産性革命、公認フォーラム制度の導入による
ビジネスチャンスの創出、ＩＣＴを含む異業種からの新規参入の促
進、産業規模に関する検討、技術者の育成、メンテナンスへの市民
参画等の取組を推進する。
3) 優れた技術開発や取組を顕彰すること等により、インフラメンテ
ナンスに係るベストプラクティスを普及し、事業者、研究者等の取組
を促進する。
4) 民間企業の技術・ノウハウやスケールメリットを活かして効率的
な維持管理を図るため、地域建設企業の活用も図りながら複数の
分野や施設の維持管理業務を複数年にわたり委託する包括的民
間委託を普及させる。
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ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、測

定の考え方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の把握
頻度

数値の把握
時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの把
握手段

建設業許可業
者の社会保険
への加入率

－ 93%
（2014年10月
時点）

2017年度
を目途に
100％

１年に１回
程度（10月
時点のも
の）

３月頃 10月時点
のもの６ヶ
月後に把
握

国交省、
関係省
庁

関係省
庁調査

「登録基幹技
能者制度」
（2008年度～）
に基づく登録
基幹技能者の
数

－ 46,696名
（2014年度
末）

2020年度
末まで増
加傾向

１年に１回
程度（３月
末時点の
もの）

５～６月頃 3月末時点
の数値を
3ヶ月後に
把握

国交省、
関係省
庁

関係省
庁調査

女性技術者・
技能者数

－ 約10万人
（2014年時
点）

2019年を
目途に
2014年比
で倍増を
目指す

１年に１回
程度

５月頃 １年以内 国交省、
関係省
庁

関係省
庁調査

35歳以下若手
技術者を新規
に一定割合以
上雇用する企
業数
※目標値の設
定は行わず、
企業数の変化
をモニターす
る。

－ 11,866社
（平成27年
度）

- １年に１回
程度

５～６月頃 １年以内 国交省、
関係省
庁

関係省
庁調査

社会資本整備等

重要課題：社会資本整備を支える現場の担い手・技能人材に係る構造改革

施策群：技術者、技能労働者等の処遇の改善、教育訓練の充実強化、若者・女性の活躍の推進などの中長期的な担い手の確保

【建設業の担い手の確保・育成】
■建設業の担い手の確保・育成のため、技能労働者の処遇改善ととも
に、若者や女性の更なる活躍の推進、教育訓練の充実強化等を図る。そ
のため、建設業許可業者の社会保険への加入率、登録基幹技能者制度
に基づく登録基幹技能者の数等により、その進捗を管理する。
＜講じられた措置、または講じる措置＞
1)　適正な賃金水準の確保、社会保険等未加入対策の徹底等による技
能労働者の処遇改善
　a)　元請・下請間での法定福利費の確保に向けた取組等、社会保険未
加入対策を徹底する。（2017年度まで）
　b) 「建設キャリアアップシステム」による建設技能者の適正評価と処遇
改善の促進する。
　c)　ダンピング対策に向けて、低入札価格調査制度等の未導入団体に
対し働きかけを強化する。
2)　若者や女性の更なる活躍の推進、教育訓練の充実強化
　a)　若者の早期活躍を推進するため、今後の活躍が期待される若者を
建設ジュニアマスターとして表彰する（2015年度～）など、誇りを持てる環
境整備を推進する。あわせて、技術検定の学科試験（２級）を実務経験な
しで受験可能にする（2016年度～）とともに、受験会場を拡大（2015年度
～）するなど、受験機会を拡大する。
　b)　女性の更なる活躍を推進するため、「もっと女性が活躍できる建設
業行動計画」（2014年度～）等を実践する。
　c)　教育訓練体系の整備を目指す地域連携ネットワークの構築への支
援を実施する。（2014年度～）
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ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、測

定の考え方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の把握
頻度

数値の把握
時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

現場実証によ
り評価された新
技術の件数
※数値目標は
設定せず、件
数をモニターす
る。

－ 255技術
（H26年度）

- １年に１回
程度

未定 １年以内 国交省 関係省庁調
査

国内の重要イ
ンフラ・老朽化
インフラの点
検・補修をセン
サー、ロボッ
ト、非破壊検査
技術等の活用
により効率化
する割合（再
掲）

― 20%（2020
年度末）

未定 未定 未定 国交省 検討中

社会資本整備等

重要課題：社会資本整備を支える現場の担い手・技能人材に係る構造改革

施策群：新技術・新工法の活用や施工時期の平準化など建設生産システムの省力化・効率化等を推進

【建設生産システムの生産性の向上】
■施工時期の平準化を図るほか、新技術・新工法の活用等による省力化・効率化によ
り、建設生産システムの生産性の向上を図る。現場実証により評価された新技術の件
数により、その進捗を管理する。
＜講じる措置＞
１）新技術・新工法の活用
　a) 民間事業者等により開発された新技術を公共工事等において積極的に活用・評価
するため「公共工事等における新技術活用システム」（NETIS）を運用する。（2001年度
～）
2) i-Constructionの推進
　a) ICT技術の活用により高効率・高精度な施工を実現し、建設業における現場の生産
性の向上や品質の確保等を図る。（2008年度※～）※情報化施工の試行開始
　b) 生産性の飛躍的な向上を目指すべく、検討委員会等を開催し、集中改革期間中
に、生産性向上に関する効果の把握、生産性向上に向けたＫＰＩの設定及びその達成に
向けたプロセスについて検討し、着手する。
　c)　建設現場の生産性を、2025年までに20%向上を目指す。
　d) 土工に加え、橋梁・トンネル・ダムなどの工種及び維持管理を含む全てのプロセス
において、ICT活用を拡大する。
　e）調査・設計段階から施工、維持管理の各プロセスで３次元モデルを導入活用するた
めの基準類を整備する。
　ｆ）オープンデータ化の実現に向けた利活用ルール策定・システム構築に向けた検討を
実施し、公共工事の３次元データを活用するためのプラットフォームを整備する。
3) 施工時期等の平準化
　a) 適正な工期を設定し、公共工事における債務負担行為の活用や地域単位での発
注見通しの統合・公表等により、更なる平準化を推進する。
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

施策群：①地方創生、行財政改革等の地方の頑張りを引き出す地方財政制度の改革

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

まち・ひと・しごと創
生事業費のうち、
「人口減少等対策事
業費」に占める成果
反映配分の割合

「まち・ひと・しごと」創生事
業費（※）の算定における地
域の活性化等の取組の成
果の反映状況

（※）人口減少等特別対策
事業費

「人口減少等対策事業
費」に占める成果反映配
分の割合で検証

必要度：5,000億円
（2015年）
成　 果：1,000億円
（2015年）

集中改革期
間の後に５割
以上を目指
す

毎年1回 毎年8月頃 直近の数
値を把握

総務省 総務省調査

まち・ひと・しごと創
生事業費の算定に
使用している指標

各自治体における「人口減
少等特別対策事業費」の算
定に使用している指標

地方交付税の算定に使
用している指標によっ
て、事後的に検証

①人口増減率：-
0.2%（H26）
②年少者人口比
率：12.9%（H27.1）
③自然増減率：-
0.2%（H26）
④若年者就業率：
56.6%（H22）
⑤女性就業率：
63.0%（H22）

－ 毎年1回 毎年8月頃 直近の数
値を把握

総務省 各種統計調
査

地方の自主的な取
組を前提としつつ、
経済再生と合わせ
た地方財政分野全
体における改革の
成果を事後的に検
証する指標（地方税
の収入額・地方債依
存度）※必要に応じ
その他の指標も追
加

経済再生と合わせた地方財
政分野全体における改革の
成果

地方税の収入額、地方
債依存度を確認すること
により事後的に検証

・地方税：37.5兆円
（通常収支分　地
方税）
・地方債依存度：
11.1％
（2015年度予算の
状況）

－ 毎年1回 毎年４月頃 直近の数
値を把握

総務省 総務省調査

42



地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

施策群：①地方創生、行財政改革等の地方の頑張りを引き出す地方財政制度の改革

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

経営戦略の策定率 公営企業の経営の効率化
に関する取組の進捗状況

経営戦略（※）の策定率
で検証
（※）「公営企業の経営に
当たっての留意事項につ
いて」（平成26年8月総務
省通知）による

3.8％
（2016年3月末）

2020年度ま
でに対象団
体の100％

毎年1回 毎年6月頃 前年度末
の数値を把
握

総務省 総務省調査

新公立病院改革プ
ランの策定率

公営企業の経営の効率化
に関する取組の進捗状況

新公立病院改革プラン
（※）の策定率で検証
（※）新公立病院改革ガ
イドラインによる

8.8％
（2016年3月末）

2018年度ま
でに100％

毎年1回 毎年6月頃 前年度末
の数値を把
握

総務省 総務省調査

地方の自主的な取
組を前提としつつ、
地方公営企業分野
全体における改革
の成果を事後的に
検証する指標（収
支、繰出金 等）※必
要に応じその他の指
標も追加

地方公営企業分野全体に
おける改革の成果

地方の自主的な取組を
前提としつつ、事後的に
検証

収支：▲5,252億円
繰出金：3.1兆円
（2014年度決算）

－ 毎年1回 毎年9月頃 前年度決
算の数値を
把握

総務省 総務省調査

広域連携に取組む
圏域数

連携中枢都市圏（※１）や定
住自立圏（※２）の取組の進
展状況

（※１）連携協約を締結し、
ビジョンを策定した団体数
（※２）議決を経た協定等の
締結数

形成された圏域の数で
検証

連携中枢都市圏：
4圏域
　（2015年10月1日
時点）

定住自立圏：95圏
域
　（2015年10月1日
時点）

連携中枢都
市圏：2020年
までに30圏域

定住自立圏：
2020年までに
140圏域

毎年2回程
度

毎年4月、
10月頃

4月、10月
時点の数
値を把握

総務省 総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

施策群：①地方創生、行財政改革等の地方の頑張りを引き出す地方財政制度の改革

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

社会人口増減など
事後的な検証を行う
ための指標

連携中枢都市圏や定住自
立圏の形成の効果

社会人口増減などの指
標（※）を用いて事後的
に検証
（※）各圏域において、そ
の特性を踏まえ、社会人
口増減などの適切な指
標の設定を含め成果を
検証する仕組みを28年
度中に構築し結果を明ら
かにするよう促す

今後数値を把握 - 今後検討 今後検討 今後検討 総務省 各種調査（国
勢調査など）

公共施設等総合管
理計画を策定した自
治体数

老朽化対策の取組状況 公共施設等のストック適
正化の基本となる公共施
設等総合管理計画を策
定した地方自治体数によ
り、その進捗を管理

113（6.3%）
（2015年10月1日
時点）

2016年度末
までに100％

毎年2回程
度

毎年6月、
12月頃

4月、10月
時点の数
値を把握

総務省 総務省調査

施設の集約化・複合
化等を実施した地方
自治体数

公共施設の集約化・複合化
等の取組の進捗状況

実施した地方自治体数
（※）により、その進捗を
検証
（※）公共施設最適化事
業債等を活用した自治
体数

延べ59団体(2015
年度）

－ 毎年1回程
度

毎年4月 前年度分
の数値を把
握

総務省 総務省調査

有形固定資産減価
償却率

老朽化対策の進捗状況 有形固定資産減価償却
率（※）等の複数の指標
を適切に組み合わせて
経年比較や横比較を行
うことで「見える化」

（※）固定資産台帳にお
ける減価償却累計額等
から算出される指標

各都道府県、市町
村の2016年3月末
時点の数値を把握

減少等、進捗
検証

毎年1回程
度

毎年6月頃 前年度末
の数値を把
握

総務省 総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

施策群：②先進的自治体の経費水準の基準財政需要額算定への反映等

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

反映を開始した対象
業務

トップランナー方式の取組
の進捗状況

基準財政需要額への反映
を開始した対象業務数に
より、取組の進捗を検証

2016年度から
導入予定

23業務全て
についてでき
る限り集中改
革期間中に
導入を目指
す

毎年1回 毎年8月頃 直近の数
値を把握

総務省 総務省調査

歳出効率化の成果
（事後的に検証する
指標）

どの程度の地方自治体が
どのような改革に取組み、
どのような成果を挙げた
か

事後的に検証
（業務改革モデルプロジェ
クトにおいて歳出効率化等
の成果に係る把握手法を
検討・確立）

－ － 今後検討 今後検討 今後検討 総務省 総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

施策群：④公営企業、第三セクター等の経営の改革

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

Ⅰ 重点事業にお
ける公営企業会
計の適用自治体
数（人口3万人以
上）

公営企業の経営の「見
える化」の取組の進捗
状況

下水道事業・簡易水道事業
における公営企業会計
（※）の適用自治体の割合
で検証
（※）地方公営企業法上の
財務規定等

下水道 30.8%、
簡易水道 32.8%
（2015年10月時
点）

（人口3万人
以上の自治
体）2020年度
予算から対
象自治体の
100％

毎年1回 毎年6月頃 各年度の4
月1日時点
の数値を把
握

総務省 総務省調査

Ⅱ 経営戦略の策
定率【再掲】

公営企業の経営の効
率化に関する取組の進
捗状況

経営戦略（※）の策定率で
検証
（※）「公営企業の経営に当
たっての留意事項につい
て」（平成26年8月総務省通
知）による

3.8％
（2016年3月末）

2020年度ま
でに対象団
体の100％

毎年1回 毎年6月頃 前年度末
時点の数
値を把握

総務省 総務省調査

Ⅲ 新公立病院改
革プランの策定率
【再掲】

公営企業の経営の効
率化に関する取組の進
捗状況

新公立病院改革プラン
（※）の策定率 等で検証
（※）新公立病院改革ガイド
ラインによる

8.8％
（2016年3月末）

2018年度ま
でに対象団
体の100％

毎年1回 毎年6月頃 前年度末
時点の数
値を把握

総務省 総務省調査

Ⅳ 収支赤字事業
数

公営企業の経営の効
率化の取組の進捗状
況

各年度の決算における収
支赤字事業の減少数 等で
検証

1,174事業
（2014年度決
算）

2014年度決
算（1,174事
業）より減少

毎年1回 毎年9月頃 前年度決
算の数値を
把握

総務省 総務省調査

Ⅴ 地方の自主的
な取組を前提とし
つつ、地方公営企
業分野全体にお
ける改革の成果を
事後的に検証する
指標
（収支、繰出金）※
必要に応じその他
の指標も追加【再
掲】

地方公営企業分野全
体における改革の成果

地方の自主的な取組を前
提としつつ、事後的に検証

収支：▲5,252億
円
繰出金：3.1兆円
（2014年度決
算）

－ 毎年1回 毎年9月頃 前年度決
算の数値を
把握

総務省 総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

施策群：④公営企業、第三セクター等の経営の改革

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

第三セクター等に
対する財政支援
額
（補助金、損失補
償、債務保証）

第三セクター改革の成
果

前年度決算における第三
セクター等に対する財政支
援額（補助金、損失補償、
債務保証）で検証

補助金：2,843億
円
損失補償、債務
保証：3.7兆円
（2014年度決
算）

減少 毎年1回 毎年912月
頃

前年度決
算の数値を
把握

総務省 総務省調査

水道（広域連携に
取り組むこととした
市町村数）

公営企業の抜本的な
改革（広域化等）の進
捗状況

広域連携に取り組むことと
した市町村数で検証

2017年4月まで
に把握予定
（2015年度末時
点）

－ 毎年1回 毎年9月頃 前年度末
時点の数
値を把握

厚生労働
省、総務省

厚生労働省
調査、総務省
調査

下水道（広域化に
取り組むこととした
地区数）※広域化
には、下水道同士
だけでなく、集落
排水同士、下水道
と集落排水との広
域化を含む。

公営企業の抜本的な
改革（広域化等）の進
捗状況

広域化に取り組むこととし
た地区数で検証

2017年3月まで
に把握予定

－ 毎年１回 毎年9月頃 前年度末
時点の数
値を把握

国土交通
省、農林水
産省、環境
省、総務省

国土交通省、
農林水産省、
環境省調査

病院（再編・ネット
ワーク化に係るプ
ランを策定した病
院数）

公営企業の抜本的な
改革（広域化等）の進
捗状況

再編・ネットワーク化に係る
プランを策定した市町村数
で検証

2016年度中に
把握予定
（2015年度末時
点）

－ 毎年1回 未定 前年度の
状況を把握

総務省 総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

施策群：⑤地方創生の取組支援のための新型交付金の創設・活用

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

Ⅰ 地方創生推進交
付金対象事業につ
いて自治体において
設定するＫＰＩ

地方創生推進交付金
事業の進捗状況

地方創生推進交付金
の交付対象の各事業
について、事業実施主
体がＫＰＩを設定してい
るか

2017年6月以降
把握予定

全事業 毎年1回 毎年6月以
降予定

前年度末
の数値を把
握

内閣府地方創
生推進事務局

内閣府地方創
生推進事務局
調査

地方創生推進交付
金の交付対象とする
個別事業（先駆的・
優良事例）の数

地方創生推進交付金
事業の進捗状況

先駆的・優良事例に係
る地方創生推進交付
金対象事業数を把握

2017年6月以降
把握予定

2020年度ま
での累計数
について、予
算の執行状
況を勘案しつ
つ検討

毎年1回 毎年６月以
降予定

前年度末
の数値を把
握

内閣府地方創
生推進事務局

内閣府地方創
生推進事務局
調査

地方創生推進交付
金事業全体の効果
（経済・財政効果等）

地方創生交付金事業
全体の効果

経済・財政効果等を事
後的に検証

2017年以降地
方公共団体のＫ
ＰＩの達成状況
を踏まえ、把握
を行う予定

効果等の把
握と併わせ、
検討

毎年1回 毎年6月以
降予定

前年度末
の数値を把
握

内閣府地方創
生推進事務局

内閣府地方創
生推進事務局
調査

「まち・ひと・しごと創
生総合戦略」に示さ
れた各種ＫＰＩ

地方創生分野全体に
関する進捗状況

新型交付金を含む各
種施策が国の「総合戦
略」の各種ＫＰＩの達成
に寄与しているかを検
証

2015年度等 2020年度末 毎年1回 総合戦略
改訂時

総合戦略
の改訂の
際、数値を
把握

内閣官房まち・
ひと・しごと創
生本部事務局

内閣官房まち・
ひと・しごと創生
本部事務局調
査

地域運営組織の形
成数
※必要に応じ、その
他の指標も追加

高齢者の生活支援等
の地域のくらしを支え
る地域づくり（地域運営
組織）の推進

地域運営組織の形成
数で検証

1680団体（2015
年度）

2020年度末 毎年1回 概ね毎年
度末

前年度末
の数値を把
握

内閣官房まち・
ひと・しごと創
生本部事務局

総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

公共施設等総合管
理計画を策定した地
方自治体数【再掲】

老朽化対策の取組
の進捗状況

公共施設等のストック適正化の
基本となる公共施設等総合管
理計画を策定した地方自治体
数により、その進捗を管理

113（6.3%）
（2015年10月1
日時点）

2016年度末ま
でに100％

毎年2回程
度

毎年6月、
12月頃

4月、10月
時点の数
値を把握

総務省 総務省調査

施設の集約化・複合
化等を実施した地方
自治体数【再掲】

公共施設の集約化・
複合化等の取組の
進捗状況

実施した地方自治体数（※）に
より、その進捗を検証
（※）公共施設最適化事業債等
を活用した自治体数

延べ59団体
(2015年度）

－ 毎年1回程
度

毎年4月 前年度分
の数値を把
握

総務省 総務省調査

有形固定資産減価
償却率【再掲】

老朽化対策の進捗
状況

有形固定資産減価償却率（※）
等の複数の指標を適切に組み
合わせて経年比較や横比較を
行うことで進捗状況を「見える
化」

（※）固定資産台帳における減
価償却累計額等から算出され
る指標

各都道府県、市
町村の2016年3
月末時点の数
値を把握

減少等、進捗検
証

毎年1回程
度

毎年6月頃 前年度末
の数値を把
握

総務省 総務省調査

固定資産台帳を整
備した地方自治体
数

ストック情報・セグメ
ント情報等の「見え
る化」の取組の進捗
状況

固定資産台帳等を整備した地
方自治体数で検証

332団体
（2015年3月31
日時点）

2017年度までに
100％

毎年1回程
度

毎年6月頃 前年度末
の数値を把
握

総務省 総務省調査

統一的な基準による
地方公会計を整備し
た地方自治体数

ストック情報・セグメ
ント情報等の「見え
る化」の取組の進捗
状況

統一的な基準による地方公会
計を整備した地方自治体数で
検証

45（2.5%）
（2016年3月31
日時点）

2017年度までに
100％

毎年1回程
度

毎年6月頃 前年度末
の数値を把
握

総務省 総務省調査

重点事業における
公営企業会計の適
用自治体数（人口3
万人以上）【再掲】

公営企業の経営の
「見える化」の取組
の進捗状況

下水道事業・簡易水道事業にお
ける公営企業会計（※）の適用
自治体の割合で検証
（※）の適用自治体の割合で検
証
（※）地方公営企業法上の財務
規定等

下水道 30.8%、
簡易水道 32.8%
（2015年10月時
点）

（人口３万人以
上の自治体）
2020年度予算
から対象自治
体の100％

毎年1回程
度

毎年6月頃 各年度の4
月1日時点
の数値を把
握

総務省 総務省調査

施策群：⑥自治体の行政コストやインフラの保有・維持管理情報等の「見える化」の徹底、誰もが活用できる形での情報開示

重要課題：地方行財政の見える化
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：地方行財政の見える化

施策群：

⑧公共サービス関連情報の「見える化」、エビデンスに基づくPDCAサイクルの抜本的強化

⑨法令・国庫支出金等で基本的枠組みを定めている分野におけるパフォーマンス指標の見える化と関係法令等の見直し、それを踏まえた国庫支出金等の配分の見直し

⑩法令・国庫支出金等で基本的枠組みを定めている分野におけるパフォーマンス指標の見える化と関係法令等の見直し、それを踏まえた地方交付税の配分の見直し

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

都道府県別の住民
一人当たり行政コス
トとその財源内訳
（地方税・地方交付
税・国庫支出金等）

都道府県・市町村の普通会
計決算として把握される行政
コストとその財源内訳

都道府県・市町村の普
通会計決算として把握
される行政コストとその
財源内訳について、経
年変化のモニタリング
等を行う

- - 毎年1回 毎年9月頃 前年度決
算の数値を
把握

内閣府 各種統計調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：地方行政分野における改革

施策群：⑪民間の大胆な活用による適正な民間委託等の加速

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

窓口業務のアウト
ソーシングなど汎用
性のある先進的な
改革に取り組む市町
村数

- - - - - - -

　・窓口業務のアウト
ソーシング

1-1：208団体
（2014.10現在）

1-1：416団体
（2020.4.1現在）
（2020年度まで
に倍増）

毎年１回程
度

当該年度
内

各年度の
取組状況を
把握

総務省 総務省調査

　・総合窓口の導入 1-2：185団体
（2014.10現在）

1-2：370団体
（2020.4.1現在）
（2020年度まで
に倍増）

毎年１回程
度

当該年度
内

各年度の
取組状況を
把握

総務省 総務省調査

　・庶務業務の集約
化

2   ：143団体
（2014.10現在）

2   ：286団体
（2020.4.1現在）
（2020年度まで
に倍増）

毎年１回程
度

当該年度
内

各年度の
取組状況を
把握

総務省 総務省調査

歳出効率化の成果
（事後的に検証する
指標）

業務改革モデルプロジェ
クトのモデル団体におい
て、歳出効率化の成果

業務改革モデルプロジェクトにお
いて、どの程度の地方自治体がど
のような改革に取組み、どのよう
な成果を挙げたかに係る把握手
法を検討・確立し、当該手法を活
用して、歳出効率化の成果を検証

－ － 今後検討 今後検討 今後検討 総務省 総務省調査

標準委託仕様書等
を使用するモデル自
治体数

窓口業務等の標準委託
仕様書等に基づく民間委
託の試行の推進状況

標準仕様書等の作成に協力し、当
該仕様書を使用するモデル自治
体数を用いて検証

2016年度から
導入予定

6団体
（2016年度）

1回 2018年3月 2016年度
末のモデル
自治体数を
把握

総務省 総務省調査

窓口業務のアウトソーシ
ングなど汎用性のある先
進的な改革に取り組む自
治体の取組状況

窓口業務のアウトソーシング、総
合窓口の導入、庶務業務の集約
化に取り組む市町村数を用いて
フォローアップ
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：地方行政分野における改革

施策群：⑪民間の大胆な活用による適正な民間委託等の加速

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

モデル自治体等に
おいて、法令等に則
り窓口業務の委託を
実施できている自治
体数、委託により業
務の効率化が図ら
れている自治体数

窓口業務等の民間委託
が適切に実施されている
か

標準委託仕様書等により、適法か
つ効率的な民間委託を実施してい
る自治体数を用いて検証

－ － 定期的に
把握（３年
に１回程度
を想定）

モデル自治
体：
　2018年度
　

全国展開：
　2019年度
以降

モデル自治
体：
　2017年度
に委託を実
施するモデ
ル自治体を
対象として
把握

全国展開：
　2018年度
以降に委
託を実施す
る自治体を
対象として
把握

総務省 総務省調査

歳出効率化の成果
（事後的に検証する
指標）

業務改革による歳出効
率化の成果

どの程度の地方自治体がどのよう
な改革に取組み、どのような成果
を挙げたかについて、業務改革モ
デルプロジェクトのモデル自治体
において確立された手法を用いて
事後的に検証

－ － 今後検討 今後検討 今後検討
総務省 総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：地方行政分野における改革

施策群：⑫公共サービスの広域化

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

「連携中枢都市圏」
の形成数【再掲】

連携中枢都市圏（※１）
や定住自立圏の取組の
進展状況

（※１）連携協約を締結
し、ビジョンを策定した団
体数

形成された圏域の数で検証 4圏域
（2015.10.1）

30圏域（2020
年までに）

毎年２回程
度

毎年４月、
10月頃

４月、10月
時点の数
値を２週間
程度後に
把握

総務省 総務省調査

「定住自立圏」の協
定締結等圏域数【再
掲】

連携中枢都市圏や定住
自立圏（※２）の取組の
進展状況

（※２）議決を経た協定等
の締結数

形成された圏域の数で検証 95圏域
（2015.10.1）

140圏域
（2020年まで
に）

毎年２回程
度

毎年４月、
10月頃

４月、10月
時点の数
値を２週間
程度後に
把握

総務省 総務省調査

社会人口増減など
　（事後的に検証す
る指標）【再掲】

連携中枢都市圏や定住
自立圏の形成の効果

社会人口増減などの指標（※）
を用いて事後的に検証
（※）各圏域において、その特
性を踏まえ、社会人口増減な
どの適切な指標の設定を含め
成果を検証する仕組みを28年
度中に構築し結果を明らかに
するよう促す

今後数値を把
握

- 今後検討 今後検討 今後検討 総務省 各種調査
（国勢調査
など）
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地方行財政改革・分野横断的な取組

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

各種証明書のコンビ
ニ交付の実施団体
数

自治体におけるマイ
ナンバー・個人番号
カード活用によるオ
ンラインサービス改
革の進捗状況

コンビニ交付サービスの利用
件数を測定することで評価

2016年度から
導入予定

2016年度中
に設定

毎年1回 毎年４月頃 前年度末
の数値を翌
月に把握

内閣官房 情
報通信技術
（IT）総合戦
略室、社会
保障改革担
当室、総務
省

総務省関係
部局による
都道府県へ
の照会

ＩＴ化・ＢＰＲに取り組
んだ自治体数

国による地方自治体
のIT化・BPR推進に
向けた取組の進捗状
況

工程表の取組促進策に沿って
取組んでいる自治体のＩＴ化・Ｂ
ＰＲの進捗状況を評価
（定義は2016年度中に設定）

2016年度から
導入予定

2016年度中
に設定

毎年１回 時期等は
2016年度
に設定

時期等は
2016年度
に設定

内閣官房 情
報通信技術
（IT）総合戦
略室、社会
保障改革担
当室、総務
省

IT室、総務
省調査

自治体にアドバイス
や意見交換等を行っ
た件数

自治体におけるIT化
（マイナンバー制度
の活用やBPR推進を
含む）に向けた取組
の進捗状況

自治体におけるＩＴ化に向けた
人材育成の確保等を目的とし
た、自治体へのアドバイスや
意見交換等の進捗状況を評価

2016年度から
導入予定

2016年度中
に設定

随時
（詳細は今
後決定）

随時
（詳細は今
後決定）

随時
（詳細は今
後決定）

内閣官房 情
報通信技術
（IT）総合戦
略室、総務
省

IT室調査

マイナンバー制度の
活用や国による地方
自治体のＩＴ化・ＢＰＲ
推進による経済・財
政効果（事後的に検
証する指標）

自治体におけるマイ
ナンバー制度の活用
や国による地方自治
体のIT化・BPR推進
によって、どのような
効果があり、どの程
度の経済・財政効果
があったか

マイナンバー制度の活用や国
による地方自治体のＩＴ化・ＢＰ
Ｒ推進による経済・財政効果を
事後的に検証

－ － 今後検討 今後検討 今後検討 内閣官房 情
報通信技術
（IT）総合戦
略室、社会
保障改革担
当室、総務
省

IT室調査

施策群：⑬マイナンバー制度の活用や国による地方自治体のＩＴ化・ＢＰＲ推進に向けた取組促進策の提示等

重要課題：ＩＴ化と業務改革、行政改革等
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：ＩＴ化と業務改革、行政改革等

施策群：⑭国のオンラインサービス改革、各府省庁の業務改革、政府情報システムのクラウド化・統廃合

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

政府情報システム
数

各府省における個々の情報
システムについての統廃合
等、改革工程のマスタプラ
ンとして政府情報システム
改革ロードマップを策定し、
当該ロードマップに基づく取
組の実績値として、情報シ
ステム数を測定

政府情報システムの統
廃合、クラウド化等の
進捗状況を評価、検証

1450
（2012年度）

2018年度ま
でに1450
（2012年度）
から半減

毎年1回 毎年度概
算要求時
期（8月末）
に各府省
へ報告依
頼をし、年
度末までに
確定

各年度末ま
でに、前年
度末時点
の実績値を
把握

内閣官
房 情報
通信技
術（IT）総
合戦略
室、総務
省

総務省行政管理局調
査（政府情報システム
改革ロードマップに関
する改革実施状況の
報告）

政府情報システム
運用コスト

各府省が策定するコスト削
減計画において計上され
る、各情報システムの運用
等経費に係る削減額（見込
額）を測定

各府省における運用コ
スト削減の取組の成果
を検証

4000億円（2013
年度）

2021年度を
目途に4000
億円（2013年
度）を３割圧
縮

毎年数回 概算要求
時期（8月
末）を軸と
し、その他
不定期に
数回

調査時点
の数値を把
握

内閣官
房 情報
通信技
術（IT）総
合戦略
室、総務
省

IT室調査（政府情報シ
ステムコスト削減計画
の見直し）
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：ＩＴ化と業務改革、行政改革等

施策群：⑮（地方）業務の簡素化・標準化、自治体クラウドの積極的展開

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

クラウド導入市区町
村数

市区町村におけ
るクラウド導入の
取組の進捗状況
自治体情報シス
テムの構造改革
の進捗状況

導入を図った市区町村数
を用いて検証

550団体
（2014年度）

約1,000団体
（2017年度末）

毎年１回程
度

当該年度
内

各年度の
取組状況を
把握

総務省、
内閣官
房情報
通信技
術（IT）総
合戦略
室

総務省調査

地方公共団体の情
報システム運用コス
ト

地方公共団体の
情報システム運
用コストを調査
し、検証

地方公共団体情報システ
ム運用コストを調査し、検
証

市区町村
約3,300億円
都道府県
約1,270億円
（2014年度）

３割圧縮
（目標期限を集
中改革期間中に
設定）

毎年１回程
度

当該年度
内

各年度の
取組状況を
把握

総務省、
内閣官
房 情報
通信技
術（IT）総
合戦略
室

総務省調査

歳出効率化の成果
（事後的に検証する
指標）

歳出効率化の成
果
自治体情報シス
テムの構造改革
の進捗状況

どの程度の地方自治体
がどのような改革に取組
み、どのような成果を挙
げたかを検証

－ － 今後検討 今後検討 今後検討 総務省、
内閣官
房、情報
通信技
術（IT）総
合戦略
室

総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：ＩＴ化と業務改革、行政改革等

施策群：⑯公共サービスイノベーションに係る先進事例の全国展開

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

公共サービスイノ
ベーションの進捗を
検証するための指
標

-

公共サービスイノベーションに係る
先進事例の全国展開の進捗状況
を検証するための指標として設定
「公的ストックの有効活用」につい
ては、非社会保障分野（社会資本
整備等）の「持続可能な都市構造
への転換と公共施設のストックの
適正化」の中で進捗管理、評価・点
検

－ － － － －

内閣府
公共
サービス
イノベー
ションPF
参加省
庁等

内閣府
公共サービ
スイノベー
ションPF
参加省庁等
調査

　・窓口業務のアウト
ソーシング【再掲】

208団体
（2014.10現在）

416団体
（2020.4.1現在）
（2020年度までに倍
増）

毎年１回程
度

当該年度
内

各年度の
取組状況を
公表・把握

　・総合窓口の導入
【再掲】

185団体
（2014.10現在）

370団体
（2020.4.1現在）
（2020年度までに倍
増）

毎年１回程
度

当該年度
内

各年度の
取組状況を
公表・把握

　・庶務業務の集約
化【再掲】

143団体
（2014.10現在）

286団体
（2020.4.1現在）
（2020年度までに倍
増）

毎年１回程
度

当該年度
内

各年度の
取組状況を
公表・把握

クラウド導入市区町
村数【再掲】

市区町村におけるクラウ
ド導入の取組の進捗状
況

導入を図った市区町村数を用いて
検証

550団体（2014
年度）

約1,000団体
（2017年度末）

毎年１回程
度

当該年度
内

各年度の
取組状況を
把握

地方公共団体の情
報システム運用コス
ト【再掲】

地方公共団体の情報シ
ステム運用コストを調査
し、検証

地方公共団体情報システム運用コ
ストを調査し、検証

市区町村　約
3,300億円
都道府県　約
1,270億円
（2014年度）

３割圧縮
（目標期限を集中改
革期間中に設定）

毎年１回程
度

当該年度
内

各年度の
取組状況を
把握

窓口業務のアウトソーシ
ングなど汎用性のある先
進的な改革に取り組む
自治体の取組状況

窓口業務のアウトソーシング、総
合窓口の導入、庶務業務の集約
化に取り組む市町村数を検証、
フォローアップ
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：ＩＴ化と業務改革、行政改革等

施策群：⑯公共サービスイノベーションに係る先進事例の全国展開

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

公共サービスイノ
ベーションによる経
済・財政効果
（事後的に検証する
指標）

公共サービスイノベー
ションに係る先進事例の
全国展開による経済・財
政効果

公共サービスイノベーションに係る
先進事例の全国展開による経済・
財政効果を事後的に検証するため
の指標として設定

－ - 今後検討 今後検討 今後検討 内閣府
公共
サービス
イノベー
ションPF
参加省
庁等

内閣府
公共サービ
スイノベー
ションPF
参加省庁等
調査

財政効果については、№28及
び31の業務改革モデルプロ

ジェクトにおける歳出効率化

等による効果や№40の地方

公共団体の情報システム運用

コスト削減による歳出効率化

の成果等を基に検証。
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：ＩＴ化と業務改革、行政改革等

施策群：⑰地方税における徴収対策の推進

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

地方税の徴収率 地方税の徴収対策に係
る取組の効果

徴収率（※）が全体として向上
しているか確認して事後的に
検証
2015年度中に基準財政収入
額算定上の「標準的な徴収
率」を設定
徴収率については実績をモニ
タリング
（※）地方税（地方消費税を除
く。）の調定額に対する収入額
の割合

98.8％（現年分）
25.2％（滞納繰
越分）
2013年度

徴収率の向
上

毎年1回 毎年11月
頃

前年度の
数値を把握

総務省 総務省調査
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地方行財政改革・分野横断的な取組

重要課題：ＩＴ化と業務改革、行政改革等

施策群：⑱国・地方の公務員人件費の総額の増加の抑制

ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、
測定の考え方

進捗管理、
評価・点検の視点

計画開始時の
数値（時点）

目標数値
（達成時期）

数値の
把握頻度

数値の
把握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの
把握手段

＜国家公務員＞
総人件費の額
（事後的に捕捉する
指標）

国家公務員には、国会、裁
判所等職員及び自衛官を
含む

人件費の総額の増加の抑制
の進捗状況について、事後的
に捕捉

　5.2兆円
（2016年度当初
予算）

－ 毎年1回 当初予算
成立と同日

毎年度の
数値を把握

内閣官
房内閣
人事局

当初予算書

＜国家公務員＞
総定員数
（事後的に捕捉する
指標）

国家公務員には、国会、裁
判所等職員及び自衛官を
含む

人件費の総額の増加の抑制
の進捗状況について、事後的
に捕捉

　57.6万人
（2016年度末定
員）

－ 毎年1回 当初予算
成立と同日

毎年度の
数値を把握

内閣官
房内閣
人事局

内閣官房内
閣人事局調
査

＜地方公務員＞
総人件費の額
（事後的に捕捉する
指標）

地方公務員には、一般行政
の他、教育、警察、消防、公
営企業等会計部門を含む

人件費の総額の増加の抑制
の進捗状況について、事後的
に捕捉

 25.5兆円
（2015年度決
算）

－ 毎年1回 毎年12月
頃

前年度決
算の数値を
把握

総務省 総務省調査

＜地方公務員＞
総定員数
（事後的に捕捉する
指標）

地方公務員には、一般行政
の他、教育、警察、消防、公
営企業等会計部門を含む

人件費の総額の増加の抑制
の進捗状況について、事後的
に捕捉

　 273.8万人
（2015.4.1現在
定員）

－ 毎年1回 毎年12月
頃

当該年度
の４月１日
現在の数
値を把握

総務省 総務省調査

＜地方公務員＞
給与制度の総合的
見直しの取組自治
体数
（事後的に捕捉する
指標）

総合的見直しに関する条例
を施行している自治体数

給与制度の総合的見直しの取
組自治体数について、事後的
に捕捉

　 1,491団体
（2015.4.1現在）

－ 毎年1回 毎年５月頃 当該年度
の４月１日
現在の数
値を把握

総務省 総務省調査
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ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、測定の考え

方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の数値

（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把握

時期
速報性

主担当
府省庁

ＫＰＩの把握手
段

学校の小規模化につ
いて対策の検討に着
手している自治体の
割合

学校規模について課題を
認識している市区町村の
うち、課題解消に向けた
検討に着手しているもの
と既に検討が終了してい
るものの合計が占める割
合

進捗状況について毎年度各
自治体に調査・公表するととも
に、好事例の全国展開、時限
的な教員加配等により、学校
の小規模化への対策を促進。
2020年度までに全自治体で
の対策検討着手を目標

学校規模適正化の
課題解消への検討
状況：何らか対策・
検討46％
（2014年5月現在）

2/3
（2018年度）
100％
（2020年度）

毎年度 年度上半
期

年度当初の
数値を数ヶ
月後に把握

文部科
学省

文部科学省
「学校規模の
適正化及び少
子化に対応し
た学校教育の
充実等に関す
る実態調査」

校務支援システムの
導入率

校務支援システム（校務
文書に関する業務、教職
員間の情報共有、家庭や
地域への情報発信、服務
管理上の事務、施設管理
等を行うことを目的とし、
教職員が一律に利用する
システムをいう）を整備し
ている学校の総数を学校
の総数で除して算出した
値

校務支援システムの導入状
況を自治体ごとに毎年度調
査・公表し、教員の業務効率
化・負担軽減、学校現場の業
務改善を促進。2020年度まで
に9割導入を目標

82％
（2015年3月現在）

88％
（2018年度）
90％
（2020年度）

毎年度 8～10月頃 前年度末の
数値を2～4
か月後に把
握

文部科
学省

文部科学省
「学校における
教育の情報化
の実態等に関
する調査」

ICT活用による遠隔教
育の実施校・開設科
目数

学校教育法施行規則第
88条の3等の規定に基づ
き実施される遠隔教育

遠隔教育により担当教科の免
許保有教員による科目開設を
可能とし、教育の質を向上。
2020年度までに70校・科目を
目標

5教委
（2015年度文科省事
業実施数）

42校・科目
（2018年度）
70校・科目
（2020年度）

2年に1回
程度

年度当初 年度当初の
数値を１か
月程度で把
握

文部科
学省

文部科学省調
べ

重要課題：少子化の進展を踏まえた教職員定数の見通しなど予算の効率化、エビデンスに基づくPDCA

施策群：学校規模適正化、学校現場の業務改善、教育のｴﾋﾞﾃﾞﾝｽの提示、教職員定数の見通し、遠隔授業の拡大、大
学関連携・学部等再編統合

文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等　（文教・科学技術）
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ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、測定の考え

方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の数値

（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把握

時期
速報性

主担当
府省庁

ＫＰＩの把握手
段

重要課題：少子化の進展を踏まえた教職員定数の見通しなど予算の効率化、エビデンスに基づくPDCA

施策群：学校規模適正化、学校現場の業務改善、教育のｴﾋﾞﾃﾞﾝｽの提示、教職員定数の見通し、遠隔授業の拡大、大
学関連携・学部等再編統合

文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等　（文教・科学技術）

改革構想を提案した
国立大学のうち当該
構想を実現させたも
のの割合
・学部・学科改組を含
む改革構想
・大学間連携を含む
改革構想

各国立大学法人の第3期
中期計画を基本とし、改
革構想に係る組織整備が
行われたことを以て構想
実現しとし、測定する

各国立大学の取組構想の進
捗状況を評価。大学ごとの取
組の達成状況を明確化し、取
組を促進。2020年度までに9
割実現を目標

・学部・学科改組を
含む改革構想６７大
学
・大学間連携を含む
改革構想４７大学

学部・学科改
組を含む改革
構想
50％
（2018年度）
90％
（2020年度）

大学間連携を
含む改革構想
60％
（2018年度）
90％
（2020年度）

毎年度 4月頃
（学部・学
科設置時）

当該年度の
４月１日時
点の組織整
備の状況を
4月頃に速
やかに把握

文部科
学省

各国立大学法
人の第3期中
期計画等

教員の総勤務時間及
びそのうちの事務業
務の時間

ＯＥＣＤが公表したデータ
を元に測定

教員が授業を始めとする指導
に充てる時間を十分に確保
し、教員の業務効率化・負担
軽減、学校現場の業務改善を
促進

それぞれ週53.9h、
5.5h（2013年調査）

2018年調査に
おいていずれ
も2013年比減
を目標

5年に1回
程度

2018年（平
成30年）時
期未定

調査実施年
の結果を翌
年に公開

文部科
学省

OECD国際教
員指導環境調
査（TALIS）
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ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、測定の考え

方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の数値

（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把握

時期
速報性

主担当
府省庁

ＫＰＩの把握手
段

重要課題：少子化の進展を踏まえた教職員定数の見通しなど予算の効率化、エビデンスに基づくPDCA

施策群：学校規模適正化、学校現場の業務改善、教育のｴﾋﾞﾃﾞﾝｽの提示、教職員定数の見通し、遠隔授業の拡大、大
学関連携・学部等再編統合

文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等　（文教・科学技術）

知識・技能、思考力・
判断力・表現力、主体
性・協働性・人間性等
の資質・能力の調和
がとれた個人を育成
し、OECD・PISA調査
等の各種国際調査を
通じて世界ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙ
の維持・向上を目標と
するなど、初等中等教
育の質の向上を図る
（参考）PISA2012：
OECD加盟国中1～2
位

ＯＥＣＤ、ＩＥＡが公表した
データを元に測定

OECD・PISA、IEA・TIMSS等の
各種国際調査を通じて世界ﾄｯ
ﾌﾟﾚﾍﾞﾙの維持・向上を目標
（上記の国際学力調査に加
え、毎年度実施する全国学
力・学習状況調査の結果等の
活用を通じて、毎年度の状況
を検証・把握）

OECD・PISA：科学
的ﾘﾃﾗｼｰ1位、読解
力6位、数学的ﾘﾃﾗ
ｼｰ1位（2015年調査,
高1,OECD加盟国順
位）
IEA・TIMSS：小4算
数5位、理科3位、中
2数学5位、理科2位
（2015年調査）

OECD・PISA調
査等の各種国
際調査を通じ
て世界トップレ
ベルを維持・
向上

OECD・
PISA：3年
に1回
IEA・
TIMSS：4
年に1回

OECD・
PISA：2015
年6月～7
月頃・2018
年6月～7
月頃等
IEA・
TIMSS：
2015年3月
頃・2019年
3月頃等

OECD・
PISA：調査
実施年
（2015年・
2018年等）
の結果を翌
年に公開
IEA・
TIMSS：調
査実施年
（2015年・
2019年等）
の結果を翌
年に公開

文部科
学省

OECD・PISA
（生徒の学習
到達度調査）
IEA・TIMSS（国
際数学・理科
教育動向調
査）
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ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測定の考え方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の数値

（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把
握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの把握手段

大学等と民間企
業との共同研究
件数・受入金額

文部科学省「大学等における産
学連携等実施状況調査」におけ
る大学等と民間企業との共同研
究件数・受入金額。

民間企業との共同研究の進
捗状況について、毎年度、調
査・公表し、各大学の民間資
金導入に向けた取組を促進。
2020年度までに5割増を目標

19千件、416億円
（2014年度）
18千件、390億円
（2013年度）

2013年度比
1.3倍
（2018年度）
2013年度比
1.5倍
（2020年度）

毎年度 翌年度内 前年度末の
数値を翌年
度に把握

文部科学
省

文部科学省「大
学等における産
学連携等実施
状況について」

応用研究向け研
究費制度へのﾏｯﾁ
ﾝｸﾞﾌｧﾝﾄﾞの適用状
況

マッチングファンド型を適用した
応用研究向け研究費制度

応用研究向けの研究費制度
へのﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｧﾝﾄﾞの適用を促
進し、大学等への民間資金導
入を促進

４制度（2015年度） 2020年度まで
増加傾向

毎年度 ６月頃 前年度末の
制度数を
３ヶ月以内
に把握

内閣府科
学技術担
当

内閣府科学技
術担当調べ

地域の企業ニー
ズと大学等の技術
シーズとのマッチ
ングによる共同研
究件数

JST「マッチングプランナープロ
グラム（企業ニーズ解決試験）」
によって支援を受けた課題のう
ち、事後評価において実用化に
向けた次の研究開発フェーズに
進むための十分な成果が得ら
れた、という数字をもって測る。

地域の企業ニーズと大学等の
技術シーズとのマッチングを
促進し、大学等への民間資金
導入を促進

0件（2016年4月）
600件
（2018年度）
1,000件（2020
年度）

毎年度 翌年度内 前年度末の
数値を翌年
度に把握

文部科学
省

文部科学省調
べ

卓越研究員制度
公募時の卓越研
究員予定人数に
対する申請者の
割合

毎年度の卓越研究員制度公募
時の卓越研究員予定人数に対
する、申請者の割合

若手研究者の①多様性の確
保、②質の向上の観点から、
公募時の卓越研究員予定人
数に対する、申請者の割合を
測定。

5.66倍（2016年度） 3倍以上
（2018年度）
3倍以上
（2020年度）

毎年度 10月頃 当該年度の
数値を把握

文部科学
省

文部科学省調
べ

ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄﾒﾝﾄ適
用教員数

平成26年12月の「クロスアポイ
ントメント制度の基本的枠組み
と留意点」を踏まえた各法人に
おいて実施されているクロスア
ポイントメント制度についてその
適用者数を測定。

国立大学教員へのｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝ
ﾄﾒﾝﾄ制度・年俸制を促進し、
有能な人材の流動化を促進。
2020年度に500人への適用を
目標

92人（2015年） 350人
（2018年度）
500人
（2020年度）

※2015年末
制定時
160人
（2018年度）
200人
（2020年度）

1年毎 5～6月 当該年度4
月1日現在
の数値を把
握

文部科学
省

文部科学省調
べ

文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等　（文教・科学技術）

施策群：国立大学の運営費交付金の重点配分、大学の財源多様化、応用研究への民間資金導入、有能な人材の流動化等

重要課題：国立大学・応用研究への民間資金導入の促進、予算の質の向上・重点化
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ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測定の考え方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の数値

（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把
握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの把握手段

文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等　（文教・科学技術）

施策群：国立大学の運営費交付金の重点配分、大学の財源多様化、応用研究への民間資金導入、有能な人材の流動化等

重要課題：国立大学・応用研究への民間資金導入の促進、予算の質の向上・重点化

購入した研究設備
の共用や合算使
用が可能な事業
制度数

共用や合算使用が可能である
旨を明らかにしている制度数
（公募要領など）

競争的資金に関する関係府
省連絡会申合せ「競争的資金
における使用ルール等の統
一について」（平成27年3月31
日）における取扱いをフォロー
アップ・徹底

19（2015年度）
（予想）

2018年調査
においていず
れも2013年比
減を目標

毎年度 ６月頃 前年度末の
制度数を
３ヶ月以内
に把握

内閣府科
学技術担
当

内閣府科学技
術担当調べ

共用ｼｽﾃﾑを構築
した研究組織数

研究組織単位で一元的にマネ
ジメントする新たな共用システ
ムを構築した研究組織について
審議会において進捗状況を確
認

研究設備・機器を研究組織単
位で一元的にマネジメントする
共用システムの導入等を推
進。2020年度に100組織を目
標

0（2015年度） 70（2018年
度）
100（2020年
度）

毎年度 随時 直近の実績 文部科学
省

文部科学省調
べ

国立大学における
寄附金受入額

寄附者が国立大学法人の業務
の実施を財産的に支援する目
的で出捐する寄附金の受入額
を測定。

各大学の寄附金獲得に向け
た努力を促し、大学等への民
間資金導入を促進。2020年度
に2014年度比3割増を目標

約729億円（2014年
度）

2014年度比
1.2倍
（2018年度）
2014年度比
1.3倍
（2020年度）

毎年度 6月末 前年度末の
数値を、2～
3ヶ月後に
把握

文部科学
省

各大学が文部
科学省に提出

企業から大学等・
公的研究機関へ
の研究費総額

大学等、非営利団体・公的機関
の支出別内部使用研究費
（外部資金（民間から）のうち「会
社」）

今後10年間で大学、国立研究
開発法人等への民間研究開
発投資の3倍増を目指す

約1151億円（2014
年）

2014比1.3倍
（2018年度）
2014比1.5倍
（2020年度）

毎年度 例年、12
月に前年
度の数値
が公表さ
れる。

総務省の発
表時期によ
る。

内閣府科
学技術担
当

総務省「科学技
術研究調査」
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ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測定の考え方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の数値

（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把
握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの把握手段

文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等　（文教・科学技術）

施策群：国立大学の運営費交付金の重点配分、大学の財源多様化、応用研究への民間資金導入、有能な人材の流動化等

重要課題：国立大学・応用研究への民間資金導入の促進、予算の質の向上・重点化

国立大学の若手
（40歳未満）の本
務教員数

「学校教員統計調査」における
国立大学本務教員のうち、40歳
未満である者の人数を測定。

国立大学教員への年俸制・ｸﾛ
ｽｱﾎﾟｲﾝﾄﾒﾝﾄの促進等を通じ
て、メリハリある給与体系への
転換と若手が安定して活躍で
きる環境を整備

16,280人（2013年
度）

2015年度比
+300人（2018
年度）
2015年度比
+600人（2020
年度）

2018年度
2020年度
※この他、
学校教員統
計調査（3年
ごとの実
施。2016年
度・2019年
度実施予
定）の結果
も参照。

７月 当該年度の
5月1日現在
の数値を把
握

文部科学
省

文部科学省調
べ

世界大学ランキン
グ：2018、2020 、
2023年を通じて、
トップ100に我が国
大学10校以上と
する。

民間企業等が独自に公表して
いることに鑑み、特定のランキ
ングを指標とするのではなく、複
数のランキングを利用する。

高等教育の質向上に関する
代表的な指標として、世界大
学ランキング、第３期国立大
学法人中期目標・計画の達成
状況について、進捗・達成状
況を毎年度、進行管理

THE2016-17（2校：
東大、京大）
QS2016（5校：京大、
東大、東工大、阪
大、東北大）

ランキングトッ
プ100に我が
国大学10校
（2023年）

年１回 年１回（ラ
ンキング
により公
表時期は
異なる）

前年までの
データを用
いてランキ
ング作成会
社が公表し
ているもの
を把握

文部科学
省

Times Higher
Education ”
World University
Rankings,”
Quacquarelli
Symonds Ltd”
World University
Rankings,”　等

第３期国立大学法
人中期目標・計画
の達成状況につ
いて、2019年度暫
定評価において
達成見込みを確
認し、2021年度に
中期目標を全法
人において達成す
ることを目標とす
る、など高等教育
の質の向上を図
る。

国立大学法人評価委員会の評
価結果をもって測定する。

国立大学法人の第３期中期
目標・計画の達成状況につい
ては、その進捗状況につい
て、国立大学法人評価委員会
が年度計画の実施状況等に
基づき毎年度評価を実施

　　－
86法人（2021
年度末）

6年毎
※進捗状況
について
は、毎年度
評価におい
て確認

2022年度
末

2021年度に
おける状況
を2022年度
末に把握

文部科学
省

国立大学法人
評価委員会によ
る評価結果
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ＫＰＩ ＫＰＩの定義、測定の考え方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の数値

（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把
握時期

速報性
主担当
府省庁

ＫＰＩの把握手段

文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等　（文教・科学技術）

施策群：国立大学の運営費交付金の重点配分、大学の財源多様化、応用研究への民間資金導入、有能な人材の流動化等

重要課題：国立大学・応用研究への民間資金導入の促進、予算の質の向上・重点化

研究の質の向上
に関する指標
➢被引用回数トッ
プ10％論文の割
合
　2018-2020年の
我が国の総論文
数に占める被引
用回数トップ10％
論文数の割合を
10％以上とするこ
とを目標

我が国の総論文数に占める被
引用回数トップ10％補正論文数
の割合

●研究の質の向上に関する
代表的な指標として、我が国
の総論文数に占め被引用回
数Top10％補正論文数の割合
について、進捗・達成状況を
毎年度、進行管理
●進捗・達成管理において総
論文数が増加していることも
確認する

8.5％（2011-13年）
（Top10％補正論文
数、全分野、整数カ
ウント）

10％（2018-
2020年）

毎年度 例年８月
に、２～４
年前に出
版された
論文につ
いて、前
年末時点
までの被
引用回数
に基づく
数値が公
表され
る。

2018-2020
年に出版さ
れた論文に
ついて、
2021年末時
点までの被
引用回数に
基づく値が
判明するの
は、2022年
８月頃（注：
毎年、左記
の時期に数
値を把握す
る）。

内閣府科
学技術担
当、文部
科学省

科学技術・学術
政策研究所「科
学技術指標
2015」
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ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、測定

の考え方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の数値

（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の

把握頻度
数値の

把握時期
速報性

主担当
府省庁

ＫＰＩの把握手
段

課題別の標準的指
標例を設定した割
合

事業評価年次報告
書等の公表資料に
基づく

87%（2015年度まで
の累計）

100% 毎年度 4月 前年度の
実績を把
握

課題別の標準的指
標例を改定した割
合

事業評価年次報告
書等の公表資料に
基づく

年間約2%
（2013～2015年度）

年目安10％ 毎年度 4月 前年度の
実績を把
握

インパクト評価の実
施件数

事業評価年次報告
書等の公表資料に
基づく

4件（2015年度） 5年間で10
件以上

毎年度 4月 前年度の
実績を把
握

10億円以上の事業
について外部評価
を実施した割合

事業評価年次報告
書等の公表資料に
基づく

外部評価への多様な主体の
参加及び評価結果の活用の
促進状況等

100%（2015年度） 100% 毎年度 4月 前年度の
実績を把
握

ＯＤＡ見える化サイ
ト掲載案件の更新
数

更新された案件数
に基づく

ＯＤＡ見える化サイトの活用の
促進状況等

878案件（2015年
度）
※HPの一括更新を
行ったため

500案件以
上/年

毎年度 4月 前年度の
実績を把
握

アフリカ開発銀行と
の共同イニシアティ
ブも活用しつつ、ア
フリカに対して官民
が実施した質の高
いインフラ投資の額

TICADⅥにて発表
した「TICADⅥにお
ける我が国取組-
"Quality and 
Empowerment"-」
に基づく

アフリカ開発銀行との共同イ
ニシアティブも活用しつつ、ア
フリカに対して官民が実施した
質の高いインフラ投資の進捗
状況

0億ドル（2015年）
※2016年から始
まった目標のため

2016年から
の３年間で
約100億ドル
（約１兆円）

未定
※2016年
から始まっ
た目標の
ため

不定期 2016年か
らの実績を
把握

外務省にて算
出

「連結性の強化」、
「格差是正」を柱に
ＡＳＥＡＮに対して提
供したＯＤＡの額

日ASEAN特別首脳
会議にて発表した
「ODAによる対
ASEAN支援」に基
づく

「連結性の強化」、「格差是正」
を柱にASEANに対して提供し
たODAの進捗状況

約1兆円（2015年11
月）

支援発表時
（2013年）か
らの５年間
で２兆円規
模

ほぼ毎年 不定期（日
ASEAN首
脳会議等
の機会に
数値を把
握）

2013年か
らの実績を
把握

外務省にて算
出

文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等　（外交、安全保障・防衛）

重要課題：ＯＤＡの適正・効率化かつ戦略的活用

施策群：ＰＤＣＡサイクルの強化及び評価等に関する情報公開の促進
　　　　　民間部門等の資源の活用及び経済活動を拡大するための媒介としてのＯＤＡの推進

定量的な評価に向けた改善状
況

JICA調べ外務省
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ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、測定

の考え方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の数値

（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の

把握頻度
数値の

把握時期
速報性

主担当
府省庁

ＫＰＩの把握手
段

文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等　（外交、安全保障・防衛）

重要課題：ＯＤＡの適正・効率化かつ戦略的活用

施策群：ＰＤＣＡサイクルの強化及び評価等に関する情報公開の促進
　　　　　民間部門等の資源の活用及び経済活動を拡大するための媒介としてのＯＤＡの推進

過去５年間の主要
個別事業の事後評
価結果(評価がＡ：
非常に高い、Ｂ：高
い、Ｃ：一部課題が
ある、Ｄ：低い)のう
ち、Ａ～Ｃの評価が
占める割合)

事業評価年次報告
書等の公表資料に
基づく

主要な個別の開発協力案件
の有効性と効率性等

93%（2015年度） 85％ 毎年度 4月 前年度の
実績を把
握

官民連携の下、我
が国企業のインフラ
システムの受注額

「日本再興戦略」等
に基づく

官民連携による開発協力の推
進状況等

約16兆円

（2013年）

2020年に約
30兆円

毎年 6月頃 関連データ
の公表時
期等による

「日本再興戦
略」等に基づく
数値

外務省
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ＫＰＩ
ＫＰＩの定義、測

定の考え方
進捗管理、評価・点検

の視点
計画開始時の数値

（時点）
目標数値

（達成時期）
数値の把握

頻度
数値の把握

時期
速報性 主担当府省庁

ＫＰＩの把握手
段

・長期契約を活用した装
備品等及び役務の調達
・維持・整備方法の見直
し
・装備品のまとめ買い
・民生品の使用・仕様の
見直し、等による縮減見
込額

― 中期防衛力整備計画及び
経済・財政再生計画を踏ま
え、防衛力整備の着実な推
進とともに、調達改革等を
通じ、一層の効率化・合理
化を徹底した防衛力整備
に努める

約3,690億円
（平成26～平成28
年度予算におけ
る累積額）

平成26年度～平
成30年度におい
て約7,000億円
（集中改革期間
において約4,810
億円、いずれも
契約ベース縮減
見込額）

毎年度 予算成立
時

予算成立
時に把握

防衛省 防衛省資料

・プロジェクト管理の重点
対象装備品に選定され
る品目数

― ・12品目
（平成27年12月時
点）

増加 常時把握 常時 直近の数
値を把握

・ＰＢＬ導入による維持・
整備コストの縮減見込額

従来の方式に
よる維持・整備
コストとＰＢＬ適
用時の維持・
整備コストの差
額

・113億円

（平成27～平成28
年度予算におけ
る累積額）

累積額の増額 毎年度 予算成立
時

予算成立
時に把握

・安全保障技術研究推
進制度により採択した研
究課題の件数

― ・9件
（平成27年度実
績）

拡大 毎年度 不定期 新規研究
課題採択
時に把握

・随意契約の適用件数 28年度から適
用予定の類型
化

0 拡大 毎年度 不定期 前年度末
の数値を
３ヶ月後ま
でに把握

・特別研究官による新た
な制度の提案数

― 0 拡大 ２年に１回 不定期 前年度末
の数値を
年度当初
に把握

文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等　（外交、安全保障・防衛）

重要課題：効率化への取組・調達改革に係る取組等

施策群：中期防衛力整備計画に基づく効率的な防衛力整備による費用対効果の向上

防衛装備庁資
料

調達改革の一層の推進状
況等を評価

防衛装備庁
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